大阪府条例第　　　号

府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例
の一部を改正する条例
　府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例（平成十二年大阪府条例第三十二号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	第三条　地方公務員法及び教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号。以下この条において「法」という。）に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、池田市、箕面市、豊能町及び能勢町が設置する学校の職員に係るものは、当該市又は町が処理することとする。
　一　地方公務員法第三十九条第二項並びに法第二十一条第二項、第二十三条第一項、第二十四条第一項及び第二十五条の研修に関する事務
　二　法第二十二条の三第一項に規定する指標の策定に関する事務
三　法第二十二条の三第二項の規定による協議に関する事務

四　法第二十二条の三第三項の規定による公表に関する事務
五　法第二十二条の四第一項に規定する教員研修計画の策定に関する事務
六　法第二十二条の四第三項の規定による公表に関する事務
七　法第二十二条の五第一項の規定による協議会の組織に関する事務

２　法に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、豊中市が設置する学校の職員に係るものは、豊中市が処理することとする。
一　前項第二号から第四号まで及び第七号に
掲げる事務
二　法第二十五条第一項に規定する指導改善研修に関する事務
	第三条　地方公務員法第三十九条第二項並びに教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十一条第二項、第二十三条第一項、第二十四条第一項、第二十五条及び第二十五条の二の研修に関する事務であって、池田市、箕面市、豊能町及び能勢町が設置する学校の職員に係るものは、当該市又は町が処理することとする。

２　教育公務員特例法第二十五条の二第一項の指導改善研修に関する事務であって、豊中市が設置する学校の職員に係るものは、豊中市が処理することとする。

	
	


附　則
　この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。
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